
平成30年7月豪雨災害の概要について

H31.1.29全国保健所長会研修会

管内の被災市町
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管内資源と被害状況

人口
医療機関数 家屋被害(8/20) 指定避難所(7/10)

診療所 病院 全壊 半壊 開設数 避難者数 医師会

岡 山 市
（参考）

720,994 697 56 7 1106 4 30
岡山市/西大寺/

御津

倉 敷 市 476,451 303 36
4254 982 19 2600

倉敷/玉島/都窪/
児島

うち真備 22,797 8 2 吉備

総 社 市 67,620 39 3 8 499 11 960 吉備

笠 岡 市 48,117 5 55 2 6 笠岡

井 原 市 39,856 9 31 10 37 井原

浅 口 市 33,371 浅口

早 島 町 12,359 1 3 都窪

里 庄 町 10,984 浅口

矢 掛 町 13,677 6 2 4 203 2 6 笠岡

河川決壊状況

７月６日

• 19時40分 大雨特別警報発令

• 23～24時 高馬川西岸決壊

７月７日

• ０時過ぎ 末政川上流西岸決壊

• ２～５時 小田川北岸決壊

• ６時半～７時 末政川上・下流東岸決壊

７月９日

• 明け方 浸水解消



浸水したまび記念病院からの救助



時間経過と浸水の状況

真備町の被害状況

• 浸水面積：9.2㎢(甲子園球場約240個分)

• 浸 水 量：1,471万㎥(霞ヶ関ビル約30杯分)

• 人的被害：死者数52人､重傷者3人､軽傷者103人

• 避難所数：最大33箇所(7/7､7/8)

• 避難者数：最大約4,000人(7/10)

• 住家被害：全壊4,646棟､半壊847棟､一部損壊

364棟､床上浸水114棟､床下浸水1棟



平成21年佐用町水害との比較

死者・
不明者

重傷者 全壊 半壊 一部損壊
避難者数
（最大）

真備町 51人 3人 4,288戸 1,075戸 538戸 3~5千人

佐用町 20人 0人 139戸 269戸 483戸 2,219人

注：H21においては、半壊→大規模半壊、半壊→一部損壊と置き換え

備中保健所の主な役割

• 倉敷地域災害保健復興連絡会議(KuraDRO)の運営
(倉敷市保健所と共同)

• KuraDRO(後期：7/20から)の設置、運営

• 県南西部災害保健医療活動調整本部の設置、運営

• 被災者の緊急受診支援

• 被災医療機関に関する情報収集

• 被災医療機関の診療再開支援

• 避難所から医療機関への通院支援バスの運行

• こころとからだの健康調査の実施



保健医療活動の調整について

7. 9 倉敷地域災害保健復興連絡会議(KuraDRO)

本部を倉敷市保健所に開設

7.11 DMATロジスティックチーム到着

7.14 日本災害医学会コーディネートサポート

チーム到着

7.20 備中県民局に本部を移転

7.22 災害診療を終了、KuraDRO解散

7.23 県南西部災害保健医療活動調整本部設置

8. 6 県南西部災害保健医療活動調整本部解散

支援チームの活動状況
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DHEATの受け入れ状況

KuraDRO設置の経緯

• 発災当初、DMATの活動拠点本部として、
県南西部医療圏活動本部が川崎医大に設
置されていたが、倉敷市内に多数の避難
所が開設され、それ以降倉敷市を中心と
した保健体制と医療体制をあわせた支援
が必要になるとの予想から、７月９日倉
敷市保健所２階に、倉敷市ならびに総社
市の保健医療調整本部としてKuraDRO を
設置した。



倉敷地域災害保健復興連絡会議KuraDRO

長崎県DHEATの活動



KuraDROでの活動チーム数の推移
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医療

岡山県精神保健福祉センター
岡山精神科医療センター

こころのケア

総社y氏

全体調整・統括全体

本部との調整
通常業務立ち上げ

倉敷地区
◎倉敷東小学校 58名
倉敷西小学校 15名
健康福祉プラザ 21名

水島地区
〇保健師チーム
福岡県 高知県 神戸市

◎連島東小学校 72名
連島南小学校 36名
連島南中学校 165名 神戸
水島中学校 6名
福田中学校 40名
第2福田小学校 222名 福岡
第5福田小学校 119名 高知

玉島地区
◎上成小学校 12名
乙島小学校 19名
玉島黒崎公民館 3名

船穂地区
◎船穂小学校 30名

真備地区
〇保健師チーム
岡山県 愛知県 香川県 高知県
徳島県 長崎県 姫路市

◎岡田小学校 300名 愛知 徳島
薗小学校 300名 高知 長崎
仁万小学校 250名 愛知 香川

総社市
〇保健師チーム
鳥取県 福岡県

◎吉備路アリーナ 9名
自主避難 熊野神社他 500名

倉敷市災害対策本部

全体
調整・総括

◎避難所
自自主避難

倉敷地域災害保
健復興連絡会議

保健所活動報告
ミーティング

総社市
自吉備路クリーンセンター 144名 姫路
吉備路アリーナ 9名
熊野神社他 800名

H30.7.12現在

避難者数 2,621名

倉敷市への保健師チーム支援状況

H30.7.12現在

こころのケア

岡山県精神保健福祉センター
岡山精神科医療センター

総社y氏
全体全体調整・統括

倉敷地域災害保
健復興連絡会議

医保健師療

ちょ本部との調整
通常業務立ち上げ

美袋・日羽地区
〇保健師チーム
鳥取県・福岡県
◎昭和公民館 28名
自柳谷公会堂 ５名
自さくばら生活改善センター 10名

下倉地区
〇保健師チーム
岡山県

清音地区
◎清音公民館 102名(97名)
清音福祉センター 46名(46名)

山手地区
◎山手公民館 183名(183名)

秦地区
◎西公民館 39名(1名)

ペット8

久代地区
◎久代公民館 67名(67名)
福祉避難所 セレーノ総社 15名(10名)

総社地区
◎中央公民館 113名(113名)
勤労青年ホーム 30名(29名)
西庁舎 45名(44名)

ペット22(21)
北公園 5名

ペット３(3)

全体
調整・総括

総社市災害対策本部

◎避難所
自自主避難

保健所活動報告
ミーティング

常盤地区
◎サンワーク総社

72名(72名)

富山地区
自種井公会堂 4名

自吉備路クリーンセンター 155名(155名)

避難者数 919名
内訳 総社市 97名

倉敷市 822名

総社市への保健師チーム支援状況



保健医療調整本部の設置について

• 調整本部の具体的設置場所については、事前
に想定がなされていなかった。

• 調整本部の具体的設置場所としては、被災地
域に近くかつ安全が確保できる保健所（市保
健所を含む）及び支所等が想定される。

• 調整本部設置のアナウンスは、発災後できる
だけ早く行うことが重要である。

• 調整本部の設置に過大な負担を強いることは、
受援者側への配慮に欠ける。

保健医療調整本部の運営について①

• 発災後72時間経過後は、急性期医療のニーズ
が急減することから、本部事務局の運営は地
元の災害医療コーディネーターとDHEAT が担
うべきである。

• 被災者に関する情報収集とアセスメントは、
保健師チームが主体となって行うべきである。

• DHEAT 及び支援保健師チームが72時間以内に
被災地に参集可能となるように、派遣調整の
迅速化が必要である。



保健医療調整本部の運営について②

• 医療チームと保健師チームを統一した方針の
下に運営することが必要である。

• 支援チームは多いほど良いわけでなく、限度
を超えると混乱を来す。

• JMATによる医療支援は、被災医療機関の復旧
において非常に効果的であった。

• 医療機関の復旧においては、大幅な供給不足
を生じさせずに、災害医療から保険診療への
移行を速やかに行うことが重要である。


